
　図書館には図書、雑誌、地域資料、新聞、インターネット

　といったたくさんの情報のとびらがあります。

　そのとびらを開いて、時事的な話題を複合的な視点から紹介します。

書　名 著　者 出版者 出版年 請求記号

岡村世里奈 日本医学出版 2006 498.12-165

兼子仁　ほか ぎょうせい 2007 374-161

中島信一郎 ほか ぎょうせい 2007 336.17-179

寺田達史　ほか
金融財政事情研究
会

2006 338.5-232

青柳武彦 ソフトバンククリエイティブ 2006 316.1-254
日本弁護士連合会情報問題
対策委員会 新日本法規出版 2007 316.1-276

2006 316.1-251

夏井高人　ほか ぎょうせい 2007 318.5-79

木村大樹 労働調査会 2005 336.4-218

畠中伸敏 ほか 日本規格協会 2005 336.17-152

2006 316.1-256-2006

牧野二郎 岩波書店 2005 336.17-159

園部逸夫  ほか ぎょうせい 2005 316.1-181A

個人情報保護監査
研究会

工業調査会 2006 336.17-168

竹内朗　ほか 商事法務 2006 336.17-162

白石孝 解放出版社 2006 316.1-270

宇賀克也 地域科学研究会 2006 318.5-65

本館１階閲覧室のトピックスコーナーでは5月9日より「個人情報保護」をテーマに、多数の所蔵図書

資料を展示・ご紹介しています。貸出もしていますので、あわせてご利用ください。

トピックスコーナー関連号

個人情報保護
４月１日から丸３年が経過しましたが、まだ誤解や過剰反応も残っているようです。平成20年４月25

もう一度、個人情報保護について考えるための資料をあつめました。

平成15年５月、「個人情報の保護に関する法律」が成立、公布されました。全面施行された平成17年

日には、個人情報の保護に関する基本方針及び法律施行令の一部を改正する政令が閣議決定されました。

介護と個人情報保護法Ｑ＆Ａ

個人情報トラブル相談ハンドブック

内閣府大臣官房政府広報室

日本能率協会総合研究所個人情報保護関連データ白書　2006年度版

個人情報「過」保護が日本を破壊する

金融分野における個人情報の保護　 金融
庁ガイドラインおよび安全管理措置の解説

個人情報保護と労務管理

個人情報保護とリスク分析

個人情報流出対応にみる実践的リスクマ
ネジメント

学校の個人情報保護・情報公開

個人情報保護条例と自治体の責務

企業・自治体のための個人情報流出事故
対応マニュアル

個人情報保護マネジメントシステム実践マ
ニュアル　ＪＩＳ　Ｑ　１５００１：２００６対応

大量閲覧防止の情報セキュリティ

個人情報保護に関する世論調査 平成18年9月調査

個人情報保護法の解説

知っていますか？個人情報と人権一問一答

個人情報保護はこう変わる　 逆発想の情
報セキュリティ

ホームページ 



下島和彦　ほか 日科技連出版社 2006 336.17-173

雑  誌  名 巻  号 請求記号

17-28号[2005.6-2008.3] Z318-545

時の法令 Z320.5-7

週刊朝日 4874号［2008.4.11］ Z051-47

学術の動向 141号[2007.12] 061-501

ビジネス・レーバー・
トレンド

390号[2007.9] Z366-540

情報科学研究 16号［2007.3］ Z007-509

外国の立法 231号[2007.2] Z320-501

判例時報 1941号[2006.11.11] Z320.5-6

金融財政事情 2710号［2006.9.11］ Z338-507

地方自治職員研修 544号［2006.7］ Z318-278

判例地方自治 
264～273,275,276号
［2005.4～06.5］

Z320-594

国民生活〔月刊〕 36巻4号[2006.4] Z365-96

Business research 978号［2005.11］ Z335-759

日本労働研究雑誌 543号［2005.10］ Z366.05-6

新聞名 掲載日 頁

毎日新聞（朝） 08.4.30 　　p5

日本経済新聞（朝） 08.4.28 　　p38

毎日新聞（夕） 08.4.25 　　p14

朝日新聞（夕） 08.4.25 　　p18

日本経済新聞（朝） 08.4.22 　　p7

日本経済新聞（夕） 08.3.17 　　p2

日経産業新聞 08.3.10 　　p2

日本経済新聞（朝） 08.2.19 　　p31

日本経済新聞（朝） 08.1.20 　　p12

日本経済新聞（朝） 07.12.15　　p1

読売新聞（朝） 07.11.20　　p3

日経産業新聞 07.10.19　　p19

産経新聞 07.9.12 　　p13

書　名 著　者 出版者 出版年 請求記号

2007 K32-36-2-2007

2006 K32.21-13-2005

特集／労働とプライバシー・個人情報

1794-1808号[2007.9.30-
08.4.30]隔号連載

第２のエディソン・チャンにならないための いまさら

聞けない 情報漏洩を防ぐ鉄則１０カ条

特集／個人情報保護法施行から1年

自治体情報政策の手法と哲学（個人情
報、セキュリティ、ネットワーク）

個人情報保護条例に関する判例

米国における個人情報保護の動向--個
人情報窃盗対策を中心に

個人情報保護法の完全施行と地方自治
体の責務 （1）～（7）

個人情報保護法の現況と展望(1)-（8）

個人情報保護法の施行から2年--企業の
取り組みが大幅に前進

川崎市総務局情報管理部行政情報課

取引先の個人情報も満載、携帯紛失さあどうする？―会社に報
告、対応急ぐ

神奈川県県民部情報公開課

川崎市の情報公開　　平成１７年度運営
状況報告書

かながわの個人情報保護ハンドブック〔差
し替え式〕

特集／個人情報保護法への対策

記   事   名

来日外国人「指紋・顔写真」義務化

【正論】「個人情報保護」の行き過ぎ　社会学者・加藤秀俊

個人情報「過剰反応」対策 「啓発」にとどまる　変更案閣議決定

個人情報保護 「過剰反応」対策盛る 基本方針変更 閣議決定
法改正は見送り

年金記録や健診結果、「電子私書箱」に個人情報を集約―政
府、１１年度にも導入

【買い物ウオッチ】個人情報漏らさない―簡単・便利・安い、我が
家の防衛術

１つのＩＤで複数サイト利用、オープンＩＤ、国内普及の兆し―個人
情報扱い課題

【論点争点メディアと人権法】個人情報保護法論議再び―法改正
視野の見直しも

消費者が拒んだら… ＤＭ発送 行政が制限 国民生活審最終案
個人情報過剰保護 啓発活動で防止

顧客のカード番号・本籍・収入…、個人情報提供企業に制限―
経産省が指針改定

【暮らしの疑問プロが答える】業者が郵便箱の名前見てＤＭ―止
めるには、まず依頼

社説：個人情報保護法　不祥事隠し許さぬ改正を

個人情報保護とIT統制

特集／個人情報保護の課題

特集／保健医療と個人情報保護法

プライバシーマーク対応個人情報保護マ
ネジメントシステムの構築実例集

情報公開・個人情報保護〔季報〕

記   事   名



内閣府 個人情報保護のページ
http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/

内閣府が作成する個人情報の保護に関するページです。「個
人情報の保護に関する法律」の本文や諸外国の個人情報保
護制度、よくある疑問と回答などが紹介されています。


